NEASE-NET第７回政策セミナー（2008.10.04）

北京オリンピック後の中国の政治・経済状況－
－うたげのあとに危機はあるか：経済の視点から－
千　葉　康　弘

はじめに　考え方：複眼的視点で！
　　　　　中国経済を正しく理解するために光と陰の両面からの考察を！
１．五輪後の中国経済の現状へ対する問いかけ！
短期的　：　五輪景気の反動で景気が低迷するのではないかという懸念に対する問いかけ？

中長期的：　中国は高度成長路線を維持できるのか否か？
ポイント①　北京五輪／巨大な経済効果生む
・オリンピックの経済効果予測をみると、2004～08年の間は、五輪開催により北京市のＧＤＰは1055億元（約１兆6800億円：１元=16円換算以下同じ）増加との推計。五輪開催７都市を中心に投下された総投資は約2800億元（約4兆4800億円）と試算（国家統計局）されている。
・さらに、経済波及効果は9657億元（約15兆4500億円）の効果があると推計（野村総研）されている。

・しかし、東京、ソウル五輪後のように、経済発展段階が切り替わるような上昇気流に乗れるかどうか、中長期の効果測定は社会的効果を含め、これからである。

ポイント②　オリンピック特需低下の影響
・オリンピックが終わると、通常、オリンピック特需はあっという間に低下する。このような投資ニーズの巨大な落差は、ポスト五輪経済のリスクを形成する基本的な要因である。
・北京市では五輪の準備がスタートしたころから、ポスト五輪のリスク軽減のために安定装置（投資計画）を第１１次五カ年規画（06～10年）に組み込んでいるという、計画経済の得意な用意周到さを感じる。

・マクロ経済面から見ても07年全国に占める北京のＧＤＰの割合はわずか3.6％であり、中国経済全体に与えるオリンピック特需低下の影響は軽微との分析が大勢だ。

・五輪特需は東京五輪では名目GDP比3.6％、ソウル五輪では同1.7％、
北京五輪では1.1％

２．中国経済を取り巻く環境：楽観論or悲観論

　中国経済の現況
· 　いま、中国は変革の中にある。変革の源流は1978年の改革開放路線である。以後、中国は年率平均9.7％の経済成長を遂げてきている。経済規模で世界第四位、対外貿易で第三位、外貨準備額で第一位の経済大国に成長し、もう既に世界の工場、世界の市場として2001年のＷＴＯ加盟を機に認知されている。
· 　中国経済の構造は数年来、「外資先導しマクロ好調」「内資停滞しミクロ低迷」という二面性を有しながら拡大してきていた。しかし、順風満帆にみえる中国経済も、難問山積である。最大の問題は二大不均衡を抱え、その悪循環に陥る危険性をはらんでいることである。

· 　一つは、国内のインフレが加速し消費需要が低迷していること。もう一つは、人民元が大幅に割安であるため貿易収支の黒字が累積し、対外的不均衡が拡大していることである。

· 　前者の理由は、所得格差がひどく、一部の富裕層を除き、農民あるいはリストラされた人たちは低所得で、購買力に乏しいことから発生する。後者の理由は国内の消費需要が不足するため、輸出圧力が働くことにより生じている。

· 1970年代、鄧小平は平等よりも効率を優先させる改革開放政策を推し進めた。爾来30年経過、国民生活は改善されてきたが、所得分配がますます不平等になってしまっている。「都市」対「農村」、「沿海部」対「内陸部」に加え、「富裕層」対「貧困層」という対立軸が新たに加わり複雑化してきている。

· 貧困層の定義が「年間の平均収入が1067元（約１万７千円）を下回る」と公表（07年）された。その数は４千万人である。「政府認定の貧困対策重点地区は中国全体で592カ所」（01年）あるという。

３．中国経済の不安要因－インフレと先進国の景気後退：スタグフレーションか？
中国の高成長は続くか？五輪特需とは違う要因がある。中国の景気後退は起こりうるか！

1 インフレ…中国の消費者物価上昇率　警戒ライン＝3%
６％を超え今年に入り、７％～８％、著しいのは豚肉や食用油etc
外貨準備１兆７６百億ドル(08.4末)　Ｇ７の合計を上回る規模、日本の２倍近く
国内：人民元の過剰流動性、不動産バブルや設備投資の加熱をもたらしている。

国際的：原油高、穀物価格の高騰など中国ではインフレに対する警戒感が非常に強まっている。
②先進国の景気後退

サブプライローン等の影響…インフレへの懸念と先進国の景気後退の２つの要因の発現

先進国の景気後退の懸念が大！

その影響：中国の輸出が頭打ちになる懸念！
中国の経済は設備投資の加熱が招いた過剰生産、これが輸出に回る成長パターン。

支出削減先進国の景気後退が深刻になると中国の輸出が頭打ちになる、
中国経済の成長の原動力は投資と輸出。　全体的な景気後退していくことが十分に考えられる。

４．中国政府の対応の変化の有無―経済政策の優先課題は？
1 インフレ回避

2 投資加熱の冷却
金融政策で対応（2007年～）
①金利の引き上げ（６回）
②銀行の預金準備率の引き上げ（15回）を実施している。
　　　　　　　　↓

金融政策の変更？→ 金融緩和政策＆財政政策の発動はあるか？

　　　＊　金融緩和政策への変更（2008.9.16）→商業銀行の貸出基準金利（1年物）を0．27％引き下げ7．20％にする、中国の利下げは2002年2月以来、6年7カ月ぶり。また、市中銀行から吸い上げる資金量の比率を示す預金準備率も、9月25日から非大手金融機関に限定して17．5％から16．5％に下げる

５．一応のまとめ－
中国経済の検証：

経済面から言えば“オリンピックが終わった”ということが、直接の景気の後退への因果関係なし？
　＊インフレと景気後退が同時に起こるかという懸念・スタグフレーション議論はあり？

　対応策：輸出依存型から内需主導型の経済への転換、

　注目点：M&Aは中国経済の民営化と国際化の最前線！etc

· 政治面への影響は？

　　国内での政治の求心力は高まったか？→○or△or×

　　国際社会に対して中国の平和的な発展の印象づけは成功したか？

＊社会主義和諧社会
· 第２期目の胡錦涛政権は市場原理の導入によって生じた諸々の“影”を「科学的発展観」（人本位でバランスのとれた持続可能な発展）と「社会主義和諧社会」（調和のとれた社会）の大義の下でその調整を試みている。
参考資料（略）
・2008年の経済政策の重点
（中央経済工作会議2007年12月末）
①景気過熱への移行防止
②農業と農村経済に活力
③自主革新能力の向上
④省エネ・汚染排出削減で大きな進展
⑤地域の協調発展と都市化促進
⑥各分野の体制改革推進
⑦対外開放のレベルアップ
⑧民生改善と社会の調和促進

補論１．中国経済の現状と見通し
補論２．リーマン・ブラザーズの破綻の影響






